
真岡市行政評価システム
評価対象年度 年度 作成日 年　      月  　    日

事務事業名

政策名
施策名

関連個別計画 単年度のみ

単年度繰返（開始年度 年度～）

期間限定複数年度（ 年度～ 年度）

増補版施策名

法令根拠

担当

予算科目

事業期間

1. 現状把握の部　（1）事務事業の目的と指標

事業概要

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）の推移

⑥対象指標（対象の大きさを表す指標）の推移

⑦成果指標（対象における意図された対象の程度）の推移

⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）の推移

名称

ア

イ

ウ

エ

オ

ア
イ
ウ
エ
オ

単位

②対象（誰、何を対象にしているのか）  ＊人や自然資源等

③意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）

④結果（どんな結果（上位施策）に結びつけるのか）

（2）総事業費の推移

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

国庫支出金 千円

千円
千円

千円

千円
千円

千円

時間

千円
人

県支出金
地方債
その他
一般財源

事業費計（Ａ）
正規職員従事人数
延べ業務時間
人件費計（Ｂ）

トータルコスト（Ａ）+（Ｂ）

実施計画上の主要事業

事務事業マネージメントシート

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

人
件
費

単位

     年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

ア
イ
ウ
エ
オ

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

ア
イ
ウ
エ
オ

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

     年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

①この事務事業を開始
したきっかけは何か？
いつごろどんな経緯で
開始されたのか。

②事務事業を取り巻く
状況（対象者や根拠法
令等）はどう変化して
いるか、開始時期ある
いは 5 年前と比べてど
う変わったのか？

③この事務事業に対し
て関係者（住民、議会、
事業対象者、利害関係
者等）からどんな意見
や要望が寄せられてい
るか？

①手段（主な活動）

平成29 平成30 04 24

普通財産の管理及び処分事務 総務部　企画課　管財係

G 効率的で市民にわかりやすいまちづくり

4 健全な財政運営

 

1.一般会計 2.総務費 1総務管理費 5財産管理費

■ 昭和29

普通財産について、管理及び、貸付や売却処分を行っている。
（市が所有する財産は行政財産と普通財産に分類される。行政財産は市庁舎、公園、道路というような直接特定の行政目的のために使用されるのものをいい、これに対して行政財
産以外のものを普通財産という。）

29年度実績

30年度計画

普通財産の管理、処分、貸付地の契約の更新、許可等を行った。
売却が見込める未利用市有地について測量・鑑定等を実施し、順次公売し
ている。

普通財産の管理、処分、貸付地の契約の更新、許可等を行う。
売却が見込める未利用市有地について、引き続き公売を実施する。
29年度末に小学校4校が閉校により普通財産となったが、サウンディン
グ（民間事業者等との対話）を導入して利活用を検討していく。

普通財産

普通財産の適正な管理、処分等により市財政に寄与する。
（土地の貸付面積は決算の数値を参照）

財政の健全化

26 27 28 29 30

貸付契約更新件数 件 7 6 3 6 6

維持管理費 千円 12,105 14,110 11,817 19,337 38,111

処分件数 件 6 6 8 13 13

使用許可件数 件 8 5 7 11 11

26 27 28 29 30

普通財産の土地面積 平米 507,388 496,953 414,495 414,495 488,324

普通財産の建物面積 平米 6,264 5,504 5,504 5,504 17,380

26 27 28 29 30

土地の貸付面積 平米 140,402 124,195 126,370 128,249 130,000

土地の売払い金額 千円 904 1,742 4,589 10,136 10,000

26 27 28 29 30

財政力指数 0.818 0.822 0.828 0.832

経常収支比率 ％ 86.4 85.2 88.9 88.8

公債費比率 ％ 6.5 7.0 7.0 6.9

実質公債費比率 ％ 5.9 5.3 5.1 5.4

26 27 28 29 30

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

12,105 14,110 11,817 19,337 38,111

12,105 14,110 11,817 19,337 38,111

2 2 2 2 2

1,237 1,233 1,275 1,142 1,200

5,221 5,166 5,295 4,739 4,980

17,326 19,276 17,112 24,076 43,091

行政財産としての必要性がなくなり、その用途が廃止された財産（普通財産）の管理が必要になった。

平成２９年３月に策定した公共施設等総合管理計画において、今後４０年間で公共施設の総床面積を２５．５％縮減する基本目標を設定しており、普通財産の建築物も対
象となっている。
平成３０年３月に策定した真岡市公共施設再配置計画において、各施設の今後１０年間の維持管理方針を定めたほか、未利用資産（余裕資産）の有効活用方針についても方針
を定めた。


